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【届出の対象とした募集（売出）内国

投資証券に係る投資法人の名称】 

プレミア投資法人 

【届出の対象とした募集（売出）内国

投資証券の形態及び金額】 

形態：投資証券 

発行価額の総額：一般募集 13,784,000,000円

売出価額の総額：オーバーアロットメントによる売出し 

 1,344,000,000円
（注１） 発行価額の総額は、平成23年10月18日（火）現在の株式会社東京

証券取引所における本投資口の普通取引の終値を基準として算出

した見込額であります。 

但し、今回の募集の方法は、引受人が発行価額にて買取引受けを

行い、当該発行価額と異なる価額（発行価格）で一般募集を行うた

め、一般募集における発行価格の総額は上記の金額とは異なりま

す。 

（注２） 売出価額の総額は、平成23年10月18日（火）現在の株式会社東京

証券取引所における本投資口の普通取引の終値を基準として算出

した見込額であります。 

安定操作に関する事項 １．今回の募集及び売出しに伴い、本投資法人の発行する

上場投資口について、市場価格の動向に応じ必要がある

ときは、金融商品取引法施行令（昭和40年政令第321

号）第20条第１項に規定する安定操作取引が行われる

場合があります。 

２．上記の場合に安定操作取引が行われる取引所金融商品

市場を開設する金融商品取引所は、株式会社東京証券

取引所です。 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 

 



 

１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】 

 
 平成23年10月26日提出の有価証券届出書の記載事項のうち、「第二部 参照情報 / 第２ 参照書類

の補完情報」の「１ 本投資法人の特徴（スポンサーの総合力を活用した成長戦略）」及び「４ Ｎ

ＴＴ都市開発の高い信用力に基づく財務運営」に引用するＬＴＶ等の記載に関し一部記載の追加及

び修正が発生しましたので、当該関係事項を以下のとおり訂正するものであります。 

 

２【訂正事項】 

第二部 参照情報 

第２ 参照書類の補完情報 

１ 本投資法人の特徴（スポンサーの総合力を活用した成長戦略） 

（１）スポンサー構成の再構築による強力なサポート体制の確立 

④ ＮＴＴ都市開発のスポンサー参画によるメリット 

４ ＮＴＴ都市開発の高い信用力に基づく財務運営 

（２） ＬＴＶコントロールの方針 

 
３【訂正箇所】 

 下線部   は訂正部分を示します。 
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第二部【参照情報】 
 

第２【参照書類の補完情報】 
 

１ 本投資法人の特徴（スポンサーの総合力を活用した成長戦略） 

 

（１）スポンサー構成の再構築による強力なサポート体制の確立 

 

④ ＮＴＴ都市開発のスポンサー参画によるメリット 

＜訂正前＞ 

＜前略＞ 

（オ）信用力の補完と外部成長のための安定した資金調達力の向上 

本投資法人は、前記の本優先出資証券39,480口（取得価格（注１）14,300百万円）及

び芝浦アイランド ブルームタワー（注２）（取得価格5,500百万円：平成22年12月９

日受渡し）の取得にあたり、平成22年12月８日に200億円を新規に借入れました。本投

資法人は、ＬＴＶ（ローン・トゥ・バリュー・レシオ）を大幅に上昇（注３）させるこ

ととなる当該借入れによる資金調達が円滑に実現できたのは、大規模な資産ベース

（平成23年３月31日現在の連結総資産額：9,104億円）を有するＮＴＴ都市開発の高い

信用力が、本投資法人の信用力を補完した結果であるものと考えています。また、上

記200億円の融資団の１社としてＮＴＴグループ企業であるＮＴＴファイナンス株式会

社（以下「ＮＴＴファイナンス」といいます。）が参画しています。 

＜後略＞ 

 

＜訂正後＞ 

＜前略＞ 

（オ）信用力の補完と外部成長のための安定した資金調達力の向上 

本投資法人は、前記の本優先出資証券39,480口（取得価格（注１）14,300百万円）及

び芝浦アイランド ブルームタワー（注２）（取得価格5,500百万円：平成22年12月９

日受渡し）の取得にあたり、平成22年12月８日に200億円を新規に借入れました。本投

資法人は、ＬＴＶを大幅に上昇（注３）させることとなる当該借入れによる資金調達が

円滑に実現できたのは、大規模な資産ベース（平成23年３月31日現在の連結総資産

額：9,104億円）を有するＮＴＴ都市開発の高い信用力が、本投資法人の信用力を補完

した結果であるものと考えています。また、上記200億円の融資団の１社としてＮＴＴ

グループ企業であるＮＴＴファイナンス株式会社（以下「ＮＴＴファイナンス」とい

います。）が参画しています。 

＜後略＞ 
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４ ＮＴＴ都市開発の高い信用力に基づく財務運営 

 

＜訂正前＞ 

＜前略＞ 

（２） ＬＴＶコントロールの方針 

本投資法人は、そのＬＴＶの上限につき、60％を目途としています。但し、新たな運用資

産の取得等にともない一時的にこの上限の目途を超えることがあります。本投資法人は、レ

ンダーとの意見調整を考慮のうえ、ＬＴＶの水準をコントロールしていますが、我が国の金

融市場において、当分の間、実質ゼロ金利政策が継続されるものと考えており、高水準のレ

バレッジ効果の享受を図るためのＬＴＶコントロールを行います。上記ＬＴＶコントロール

の方針の下、本投資法人は、第17期（平成22年11月１日～平成23年４月30日）において、秋

葉原ＵＤＸに係る優先出資証券及び芝浦アイランド ブルームタワーを取得するに際し、当

時のＬＴＶが50.1％となっていましたが、ＮＴＴグループの信用力を背景として、これら２

物件の取得資金の全額につき、ＮＴＴグループ企業であるＮＴＴファイナンスを含む新規借

入先より円滑な借入れを行い、資金を調達しました。そのような背景のもと、本投資法人の

ＬＴＶは、第17期末（平成23年４月30日）現在において、56.2％まで上昇しています。 

＜後略＞ 

 

＜訂正後＞ 

＜前略＞ 

（２） ローン・トゥ・バリュー・レシオに係るコントロールの方針 

本投資法人は、そのローン・トゥ・バリュー・レシオ（注）の上限につき、60％を目途とし

ています。但し、新たな運用資産の取得等にともない一時的にこの上限の目途を超えること

があります。本投資法人は、レンダーとの意見調整を考慮のうえ、ローン・トゥ・バ

リュー・レシオの水準をコントロールしていますが、我が国の金融市場において、当分の間、

実質ゼロ金利政策が継続されるものと考えており、高水準のレバレッジ効果の享受を図るた

めローン・トゥ・バリュー・レシオにつきコントロールを行います。上記ローン・トゥ・バ

リュー・レシオに係るコントロールの方針の下、本投資法人は、第17期（平成22年11月１日

～平成23年４月30日）において、秋葉原ＵＤＸに係る優先出資証券及び芝浦アイランド ブ

ルームタワーを取得するに際し、当時のＬＴＶが50.1％となっていましたが、ＮＴＴグルー

プの信用力を背景として、これら２物件の取得資金の全額につき、ＮＴＴグループ企業であ

るＮＴＴファイナンスを含む新規借入先より円滑な借入れを行い、資金を調達しました。そ

のような背景のもと、本投資法人のＬＴＶは、第17期末（平成23年４月30日）現在において、

56.2％まで上昇しています。 
（注）ここにローン・トゥ・バリュー・レシオとは、本投資法人の資産総額のうち、借入額及び投資法人債発行額

の残高が占める割合をいいます。なお、資産総額とは、ローン・トゥ・バリュー・レシオ計算時点における直近の

決算期末貸借対照表に記載された資産の部の金額をいい、有形固定資産について不動産鑑定士による鑑定評価に基

づいて算定した価額と期末帳簿価額との間に差額がある場合は、その差額を当該有形固定資産の期末帳簿価格に加

減して求めた金額とします。本書中のＬＴＶは、ローン・トゥ・バリュー・レシオとは異なる方法で算出されてい

ます。ＬＴＶの具体的な算出方法については前出のＬＴＶの記述に付されている注記をご参照ください。 

＜後略＞ 

 

 

─ 3 ─




